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2023年 4月 27日 

ジェトロ 

ウクライナ関連情報（4月 20日以降） 

 

○今回の報告のポイント 

⚫ ウクライナの一部メディアが、同国経済省幹部の発言として、同国が今夏にも

CPTPP加盟申請を行うと報じた。26日にはウクライナのゼレンスキー大統領と

中国の習近平国家主席との電話会談が行われた。広く二国間関係について議論

されたほか、ウクライナでの平和構築に向けた協力の可能性についても協議さ

れたという。 

⚫ ロシアのプーチン大統領は、独電力大手ユニパーとフィンランドのエネルギー

大手フォータムの 2社がロシア国内で保有する資産を一時的に管理する法令に

署名した。エネルギー安全保障上の理由とともに、EUにおいてロシア資源大手

の資産が外部管理下に置かれた措置も念頭に置いたものとみられる。 

⚫ イタリアでウクライナとの二国間復興会議が行われた。メローニ首相はウクラ

イナ経済再建に参画していく意思を表明、2025年のウクライナ復興会議ホスト

国に名乗りを上げた。ウクライナ側から 150社超が参加したという。 
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ウクライナを巡る情勢への見方・影響 

１．先週からの主な動き 

〇世界 

4月 23日 

⚫ G7農相会議において、黒海を経由したウクライナ産穀物輸出について「延長、完全履行、

拡大」を求める共同声明を発表。 

4月 24日 

⚫ 2022 年の世界の軍事費が過去最高に。スウェーデンの国際平和研究所（SIPRI）による

と、世界の軍事費は額にして 2兆 2,400億ドルに達したという。 

⚫ グテーレス国連事務総長、世界の大国間の紛争リスクが歴史的な高さにあるとして、国

連安全保障理事会の会合で警鐘を鳴らした。国連安保理はロシアのラブロフ外相が議長

を務める。国連の発表によると、グテーレス事務総長がラブロフ外相と会談し、ウクラ

イナからの農産物輸出を巡るロシア・ウクライナ間の合意について議論した。 

4月 25日 

⚫ 国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）、2022 年 2 月 24 日から同日までのウクライナから

の出国者数を 2,092 万人、2022 年 2 月 28 日から同日までのウクライナへの入国者数を

1,227万人と発表。 

 

〇日本 

4月 21日 

⚫ 松野官房長官、ロシアの軍事演習について引き続き注視していくと述べた。松野長官に

よると、ロシア国防省は太平洋艦隊の演習が終了したと発表しているが、その中に北方

領土を念頭においた訓練について言及があったとしている。 

⚫ 日本政府、ウクライナ復旧・復興支援基金（URTF）に 4 億 7,100 万ドル拠出することを

発表。 

⚫ 北海道水産会、歯舞群島の貝殻島周辺でロシア側に入漁料を支払って操業するコンブ漁

に関し、ロシア側との交渉が妥結したと発表した。2023年は前年より約 600万円少ない

8,254万円を支払う。操業期間は 6月 1日～9月 30日。 

4月 22日 

⚫ 野村農相、日本の灌漑技術のウクライナへの提供を目指す方針を明らかにした。日本経

済新聞とのインタビューでの発言による。 

4月 24日 

⚫ 外務省、2022 年 2 月にポーランドのジェシュフに設置した連絡事務所を 4 月 30 日に閉

鎖することを発表した。同事務所はウクライナに在留する邦人の退避支援などのために

設置されていた。 

4月 26日 

⚫ 鈴木宗男参議院議員が 5月 3～7日のモスクワ訪問について国会に届け出を行い、参院議

院運営委員会で了承された。 
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⚫ 河野デジタル相が、ウクライナのフェドロフ副首相とオンライン会談を行い、デジタル

分野での相互協力に関する覚書を締結した。 

 

〇ウクライナ 

4月 20日 

⚫ インターファクス・ウクライナによると、前週行われたフォーラムで訪米中の経済省高

官が今夏までに CPTPP加盟申請を行うと明らかにした。 

4月 21日 

⚫ 3 月のウクライナの鉄鋼生産、52 万 7,000 トンとなり前年同月比で 2.1 倍に増加。前年

同月における生産量は 25万 1,000トンだった。 

4月 22日 

⚫ ゼレンスキー大統領が対ロ追加制裁として、ロスバンクや極東銀行、ロシアの主要政党

や選挙管理委員会を制裁対象に含める大統領令に署名した。 

4月 25日 

⚫ マクドナルド、ウクライナ南東部のドニプロで複数店舗の営業を再開。加えて、5月にも

さらに 2店舗の営業を再開する見込み。 

4月 26日 

⚫ ウクライナ経済省、トルコが穀物輸入に関税を課すことを決定しても、ウクライナに影

響はないと発表。 

⚫ 中国の習近平国家主席とウクライナのゼレンスキー大統領が電話で会談。習主席は会談

で中国はできるだけ早い停戦や平和の回復のために努力すると述べた。 

⚫ チョルノービリ（チェルノブイリ）原発事故から 37年を迎えた。ウクライナのストレリ

ツ環境保護相は追悼式典で、ウクライナ南部の原発を占拠するロシアを念頭に、「平和の

核が扱い方を知らない者たちの手にわたることは多くの死につながる」と非難した。 

 

〇ロシア 

4月 20日 

⚫ ラブロフ外相、キューバを訪問しディアスカネル大統領とロドリゲス外相と会談した。

外相は 17日から中南米のブラジル、ベネズエラ、ニカラグアも訪問し、経済面の協力な

どを確認した。 

4月 21日 

⚫ 米配車大手ウーバー・テクノロジーズ、ロシア市場から撤退。ウーバーはロシアのイン

ターネット大手ヤンデックスと合弁事業のヤンデックス・タクシーを設立したが、保有

株をヤンデックスに売却した。 

⚫ グリゴリー・マシコフ特使、複数の核保有国が関与する軍拡競争を警告。 

⚫ ロシア検察庁が北方領土の元島民などで構成される千島歯舞諸島居住者連盟を好ましか

らざる団体に指定した。 

4月 22日 
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⚫ ノワク副首相、エネルギー輸出における支払いについて今後もルーブルや人民元での受

け取りを続ける方針を明らかにした。 

⚫ ロシア外務省、身体的な暴力を含むロシア人への差別行為が生じているとしてカナダへ

の渡航回避について勧告した。 

⚫ ロシア外務省のザハロワ報道官、在ロシアのドイツ外交官 20人超をロシア国外に追放す

る処分を下すと発表。報復措置だとしている。 

⚫ 今年のロシアの富豪の総資産、5,050 億ドルとなり昨年より 1,520 億ドル増えた。フォ

ーブス誌ロシア版による発表。 

4月 23日 

⚫ メドベージェフ前大統領、G7がロシアへの全面禁輸に踏み切った場合、黒海経由の穀物

輸出合意についての合意を打ち切る考えを表明。 

4月 24日 

⚫ ロシア大統領府のペスコフ報道官、8 月に開かれる予定の BRICS 首脳会議へのプーチン

大統領の出席について、時期が近付いてから適切に決めるとした。 

⚫ ロシア国防省、黒海にあるロシアの船舶に対してウクライナが攻撃を仕掛けていると主

張。穀物輸出合意を危険にさらす行為だとした。 

⚫ ロシア穀物協会、ウクライナ産穀物輸出合意について、ロシアはメリットが無く、世界

市場への供給促進にもつながっていないと発表。 

⚫ ロシアの銀行最大手ズベルバンク、対話型人工知能「ギガチャット」を発表。当初は試

験モードで運用し、招待者限定となる。 

4月 25日 

⚫ 地場ディーラーのアフトドム、ロシアにおけるドイツの完成車メーカー・メルセデスベ

ンツ社の資産を買収が完了したと発表。 

⚫ ロイター（4月 25日付）によると、プーチン大統領が発表した無人機（ドローン）開発

プロジェクトには推計 5,000億ルーブル（61億ドル）が必要。 

⚫ 肥料大手フォスアグロが新興国向け輸出を拡大させていると発表した。2022年のインド

向け供給量は前年比 5倍超の 270万トン、その他アジア向けは 2倍超の 40万トン、アフ

リカ向けは 25％増の 50万トンだった。 

⚫ 第 9上訴裁判所がシーメンス子会社によるロシア鉄道の高速鉄道「サプサン」13両の供

給契約の履行拒否は違法であるとし、同社に履行義務を課した下級審の決定を支持した。 

⚫ KFCの後継となるロスティックス運営企業の代表者が、KFCのレシピや価格を引き継ぐと

明らかにした。 

⚫ ラブロフ外相、ウクライナ産穀物輸出合意を巡る状況ついて、ロシアの輸出を阻む障害

がまだあると発表。 

⚫ プーチン大統領、独電力大手ユニパーとフィンランドのエネルギー大手フォータムの 2

社がロシア国内で保有する資産を一時的に管理する大統領令に署名。 

⚫ ロシア、トルコ、イラン、シリアの国防相などの代表団がモスクワで会談。シリアの安

全保障の強化とトルコ・シリア間の関係正常化について協議したと表明。 
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⚫ ラブロフ外相は世界で脱ドル化のプロセスが開始されており、大きな問題は IMF と世界

銀行で次に何が起こるかだ、と見方を述べた。 

⚫ マントゥロフ副首相兼産業商務相、2022年のロシアと中央アジア諸国間の貿易額は、前

年比 15％増加、420億ドルを超えたと発表。 

4月 26日 

⚫ 報道によると、ZARA 後継店が 4月 27日にモスクワでオープンする。 

⚫ 経済発展省、ロシアの年間インフレ率は前週の 2.82％に対し、4 月 24 日時点で 2.55％

に減速したと発表。 

⚫ 連邦国家統計局、ロシアの 3月の鉱工業生産は前年同月比 1.2％増となり、1年ぶりに増

加に転じたと発表。同月の原油生産については非公表。統計局は理由を明らかにしてい

ない。 

⚫ マントゥロフ副首相兼産業商務相、2023 年のロシアとウズベキスタン間の貿易額は 120

億ドルに達すると見方を述べた。 

⚫ ロシアの国連常駐代表のガティロフ氏、黒海経由の穀物輸出合意について言及し、ロシ

アが提起する問題について、実質的な進展が見られないとの考えを明らかにした。穀物

輸出合意は 5月 18日に期限を迎えるが、ロシアはロシアからの輸出に関して障害が取り

除かれない限り合意は更新できないとしている。 

⚫ マントゥロフ副首相兼産業商務相は、地場ディーラーのアフトドムによるメルセデスベ

ンツ工場買収について、メルセデスによる 6年以内の買戻し条項が含まれると述べた。 

⚫ 資源海運大手ソフコムフロートの CEO がアークティック LNG2 事業のための LNG 輸送船

建造期限が 1年延期され、2024年納入見込みと明らかにした。 

 

〇ＣＩＳ 

4月 22日 

⚫ カズムナイガスが、トルコのジェイハン港から初めてカザフスタン産原油の出荷が始ま

ったと発表した。BTC パイプラインで同港まで輸送され、ルーマニアのコンスタンツァ

港に運ばれる。 

 

〇米国 

4月 20日 

⚫ IBMが公表した財務諸表の中で、同社のロシア子会社は 2022年末に全ての商業活動を終

了させたことを明らかにした。 

4月 21日 

⚫ 電池大手デュラセルがロシア市場撤退を決定とロシア子会社 CEO が自身の SNS で明らか

にした。ロシア産業商務省は、もともと同社製品が含まれていた並行輸入承認リストに

戻すことを検討している。 

4月 24日 

⚫ 国際開発庁（USAID）、ウクライナや中・東欧諸国などが加盟するエネルギー共同体に対
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し、2,500 万ドルを拠出することを発表。次の冬季におけるウクライナでの電力確保対

策が目的。 

4月 25日 

⚫ 米財務省、カザフスタンに対し警告を発表。西側諸国がロシアに課した貿易および金融

制限を回避するのをカザフスタンが支援したとして、カザフスタンに対する二次制裁の

リスクが高まることについて警告した。 

⚫ FBI 高官によると、ウクライナは FBI や米国企業と協力して携帯電話情報や位置情報収

集をし、ロシアによる戦争犯罪の証拠集めに努めているという。 

4月 26日 

⚫ USTR、2023年版スペシャル 301条報告書において、ベラルーシとブルガリアを「監視国」

に追加。昨年と同様にウクライナはロシアによる侵攻のため、評価は見送られた。 

⚫ 「ロイター通信」によると、米国の銀行大手 JPモルガン・チェースは米国当局よりロシ

ア農業銀行への支払処理に対して許可を得た。一方で関係筋によると、JPモルガンは農

産物に関連した支払に関する許可を当局から得たものの、同行を通じた取引は難しく、

SWIFTの代わりにはならないという。 

⚫ ブリンク駐ウクライナ米国大使がレニ港とイズマイル港を視察した。USAID がこれらの

港の改修に投資している。 

 

〇欧州 

4月 20日 

⚫ チェコ農業省幹部は、ウクライナ産農産物の無税輸入措置を 1 年間延長することを支持

し、制限するつもりはないと表明した。 

⚫ 英国農機メーカーの CNHインダストリアル、ロシアからの撤退を発表。2022年 3月にロ

シア向け供給停止を発表していた。モスクワ州に事務所があり、これまで従業員に給与

を支払い続けていた。 

⚫ NATOのストルテンベルグ事務総長、ウクライナを訪問。ロシアによるウクライナ侵攻後、

ストルテンベルグ事務総長のウクライナ訪問は初めて。ウクライナの NATO加盟を後押し

する姿勢を鮮明にした。 

⚫ 化学品大手ヘンケルがロシアからの撤退を発表。ロシア事業を 540 億ルーブルで現地の

投資家コンソーシアムに売却することに合意したと発表した。 

4月 21日 

⚫ 「コメルサント」によると、独コンチネンタルがカルーガ州に保有する工場を地場企業

に売却する契約を締結した。 

4月 23日 

⚫ 中国の盧沙野駐フランス大使がウクライナをはじめとした旧ソ連構成国の主権について

疑義を呈したことについて、フランス、ウクライナ、バルト 3国は反発。 

4月 24日 
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⚫ エストニアのカラス首相、ウクライナを訪問し、ゼレンスキー大統領と会談。カラス首

相は NATOにウクライナが加盟することについて支持する立場を明らかにした。 

⚫ ポーランドのラウ外相は欧州連合の外務審議会の会議に出席し、装備品や弾薬の納入加

速や欧州平和ファシリティーへの予算を増やす必要があると強調した。また、ウクライ

ナと EU衛星センターとの協力拡大を求めるウクライナの要望を支持し、ロシアとベラル

ーシに対する制裁を促した。 

4月 25日 

⚫ EUはウクライナへのマクロ財政支援プログラムの一環で同国に 15億ユーロを拠出した。

12月に総額 180億ユーロの支援を EU理事会が承認した。1月に第 1弾、3月に第 2弾が

拠出されている。 

⚫ ハンガリーが 7 月 1 日までウクライナ産農産品の輸入を禁止。食肉、ハチミツ、野菜、

穀物、菜種、パン類など 25品目。トランジットの管理も強化する。 

⚫ デンマークの天窓メーカー、ベルックスがウクライナで窓制御システムの生産を開始し

た。西部ウジホロドにあるジェイビルの工場を利用する。 

⚫ ポーランドのモラビエツキ首相、同国を訪問中のエストニアのカラス首相の表敬を受け、

2国関係、商業とデジタル化分野などにおける両国協力につき話し合った。また、ウクラ

イナ支援、中東欧安全保障に対する西側諸国のコミットメント、スイスとフィンランド

の NATO加盟についても協議した。 

⚫ ポーランドのドゥダ大統領、訪問先のモンゴルで同国大統領と会談。両国間の経済協力、

世界安全、パンデミックとロシアのウクライナ侵略による「厳しい国際情勢」などにつ

いて話し合った。また、両国の大統領立会いのもと、両国の地質学、獣医学、科学分野

での協力、国際道路輸送に関する政府間協定、ワルシャワ大学とモンゴル科学アカデミ

ーとの協力に関する協定が署名された。 

4月 26日 

⚫ 2022 年 2 月 24 日以降、約 1,139 万 4,000 人の難民がウクライナからポーランドへ入国

した。また、約 961万 7,000人はウクライナへ帰国した。 

⚫ イタリアのローマで、同国とウクライナ官民が参加するウクライナ復興に関する会議が

行われた。イタリアのメローニ首相は戦後復興の経験を生かし、ウクライナの経済再建

に参画すると表明したほか、2025年のウクライナ復興会議のホスト国に名乗りを上げた。

イタリア輸出信用機関はウクライナ支援に 10億ユーロを拠出することを発表した。ウク

ライナ側から 150社超が参加し、シュミハリ首相はイタリア側に投資を呼びかけた。 

 

〇中東 

4月 25日 

⚫ トルコがウクライナ産小麦、大麦、トウモロコシに対して輸入関税を 5 月 1 日から導入

することが明らかになった。これまで関税率は 0％だった。国内生産者保護が目的。 
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〇その他国・地域 

4月 22日 

⚫ インドの 2023 年 3 月のロシア産石油輸入は 600 万トンを超え、輸入全体の 3 割を占め

た。日本経済新聞の分析による。 

 

２．今後の日程 

5月 19～21日 G7サミット（広島） 

6月 14～17日 サンクトペテルブルク国際経済フォーラム 

6月 21～22日 ウクライナ復興会議（英国） 

9月 12～15日 東方経済フォーラム（ウラジオストク） 

2024年 

3月 ロシア大統領選、ウクライナ大統領選 

 

 

 

担当部署： 

ジェトロ調査部欧州課ロシア CIS班 

浅元、小野塚 

電話 03-3582-1890 

ORD-RUS@jetro.go.jp 


